
 

地方独立行政法人東金九十九里地域医療センター職員の期末手当及び勤勉手当に関

する規程  

 

制定 平成２２年１０月１日規程第１４号  

改正 平成２２年１１月２６日規程第２６号  

 平成２４年３月２９日規程第１０号  

 平成２５年３月２８日  

 平成２６年１０月１日  

 平成２７年３月２６日  

令和５年３月３１日規程第３号  

 令和６年５月３０日規程第３号  

 令和７年３月２８日規程第４号  

 

第１条 この規程は、地方独立行政法人東金九十九里地域医療センター職員給与規程（以

下「給与規程」という。）に基づき、期末手当及び勤勉手当の支給に関し必要な事項を

定めるものとする。  

（期末手当）  

第２条 期末手当は、６月１日及び１２月１日（以下これらの日を「基準日」という。）

にそれぞれ在職する職員に対して、第１１条に定める支給日（以下「支給日」という。

）に支給する。これらの基準日の属する月に退職し、又は死亡した職員（給与規程第３

６条第７項の規定の適用を受ける職員及び次条第２項の職員を除く。）についても同様

とする。  

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、６月に支給する場合においては１００分の１２

２．５、１２月に支給する場合においては１００分の１３７．５を乗じて得た額（管理

職員にあっては、６月に支給する場合においては１００分の１０２．５、１２月に支給

する場合においては１００分の１１７．５を乗じて得た額）に、基準日以前６月以内の

期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合

を乗じて得た額とする。  

⑴ ６箇月 １００分の１００  

⑵ ５箇月以上６箇月未満 １００分の８０  

⑶ ３箇月以上５箇月未満 １００分の６０  

⑷ ３箇月未満 １００分の３０  

３ 地方独立行政法人東金九十九里地域医療センター職員就業規則第２１条の規定により

採用された職員（以下「再雇用職員」という。）に対する前項の規定の適用については

、同項中「１００分の１２２．５」とあるのは「１００分の６５」と、「１００分の１

３７．５」とあるのは「１００分の８０」と、「１００分の１０２．５」とあるのは「



 

１００分の５５」と、「１００分の１１７．５」とあるのは「１００分の７０」とする

。  

４ 第２項の期末手当基礎額は、それぞれその基準日現在（退職し、又は死亡した職員に

あっては、退職し、又は死亡した日現在。以下同じ。）において職員が受けるべき給料

、給料の調整額及び扶養手当の月額並びにこれらに対する地域手当の月額の合計額とす

る。  

５ 職務の級が３級以上であるものについては、前項の規定にかかわらず、同項に規定す

る合計額に、当該職員がそれぞれの基準日現在において受けるべき給料の月額及びこれ

に対する地域手当の月額の合計額に第４条で定める職員の区分に応じて１００分の２０

を超えない範囲内で定める割合を乗じて得た額を加算した額を第２項の期末手当基礎額

とする。  

（期末手当の支給を受ける職員）  

第３条 期末手当の支給を受ける職員は、それぞれの基準日に在職する職員（第７条各号

のいずれかに該当する者を除く。）のうち、次の各号に掲げる職員以外の職員とする。  

⑴ 無給休職者（地方独立行政法人東金九十九里地域医療センター職員就業規則（以下

「就業規則」という。）第１３条第１項第１号、第３号又は第４号の規定に該当して

休職にされている職員のうち、給与の支給を受けていない職員をいう）  

⑵ 刑事休職者（就業規則第１３条第１項第２号の規定に該当して休職にされている職

員をいう。）  

⑶ 停職者（就業規則第５６条第１項第３号の規定により停職にされている職員をいう

。）  

⑷ 非常勤職員  

⑸ 専従休職者  

⑹ 育児休業をしている職員のうち、基準日以前６月以内の期間において勤務した期間

がある職員以外の職員  

２ 第２条第１項後段の職員は、次の各号に掲げる職員とし、これらの職員には、期末手

当を支給しない。  

⑴ その退職し、又は死亡した日において前項各号のいずれかに該当する職員であった

者  

⑵ その退職の後基準日までの間において職員（非常勤である者を除く。）となった者  

⑶ その退職に引き続き次に掲げる者（非常勤である者を除く。）となった者で理事長

の定めるもの  

ア 国家公務員  

イ 地方公共団体の職員  

ウ 国立大学法人その他理事長が定める法人の職員  

⑷ 基準日の属する月に新たに職員となった者でその月に退職したもの  



 

３ 基準日の属する月において退職が２回以上ある者について前項の規定を適用する場合

には、基準日に最も近い日の退職のみをもって当該退職とする。  

（加算を受ける職員及び加算割合）  

第４条 第２条第４項（第９条第４項において準用する場合を含む。以下同じ。）の職員

の区分は、別表第１の職員の欄に掲げる職員の区分とし、同項の１００分の２０を超え

ない範囲内で定める割合は、当該区分に対応する同表の加算割合の欄に定める割合とす

る。  

（期末手当に係る在職期間）  

第５条 第２条第２項に規定する在職期間は、給与規程の適用を受ける職員として在職し

た期間とする。  

２ 前項の期間の算定については、次の各号に掲げる期間を除算する。  

⑴ 第３条第１項第３号及び第４号に掲げる職員として在職した期間については、その

全期間  

⑵ 育児休業をしている職員として在職した期間については、その２分の１の期間  

⑶ 休職にされていた期間（次に掲げる期間を除く。）については、その２分の１の期

間  

ア 給与規程第３６条第１項の規定の適用を受ける休職者であった期間  

イ 就業規則第１３条第１項第３号又は第４号の規定に該当して休職にされていた

期間のうち、理事長の定める期間  

⑷ 育児短時間勤務職員等として在職した期間については、当該期間から当該期間に育

児短時間勤務又は介護短時間勤務に係る所定勤務時間の育児短時間勤務又は介護短時

間勤務をしない場合の所定勤務時間に対する比率（以下「算出率」という。）を乗じ

て得た期間を控除して得た期間の２分の１の期間  

第６条 基準日以前６月以内の期間において、第３条第２項第３号に掲げる職員で理事長

が定めるものが引き続き職員となった場合は、その期間内においてそれらの者として在

職した期間は、前条第１項の在職期間に算入する。  

２ 前項の期間の算定については、前条第２項の規定を準用する。  

（懲戒解雇等による期末手当の支給制限）  

第７条 次の各号のいずれかに該当する者には、第２条第１項の規定にかかわらず、当該

各号の基準日に係る期末手当（第３号に掲げる者にあっては、その支給を一時差し止め

た期末手当）は、支給しない。  

⑴ 基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に就業規則第５６条第１項

第５号の規定により懲戒解雇された職員  

⑵ 基準日前１箇月以内又は基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に

離職した職員（前各号に掲げる者を除く。）で、その離職した日から当該支給日の前

日までの間に禁錮以上の刑に処せられたもの  



 

⑶ 期末手当の支給の一時差し止めを受けた者（当該差し止めを取り消された者を除く

。）で、その者の在職期間中の行為に係る刑事事件に関し禁錮以上の刑に処せられた

もの  

（期末手当の不支給又は一時差止）  

第８条 前条までの規定にかかわらず、期末手当を一時差止とすることが適当と認められ

る事由のある職員については、これを一時差止とする。  

（勤勉手当）  

第９条 勤勉手当は、基準日にそれぞれ在職する職員に対し、基準日以前６月以内の期間

におけるその者の勤務成績に応じて支給日に支給する。これらの基準日前１箇月以内に

退職し、又は死亡した職員（次条第２項で定める職員を除く。）についても同様とする

。  

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、次条第４項で定める割合を乗じて得た額とする

。この場合において、理事長が支給する勤勉手当の額の、その者に所属する次の各号に

掲げる職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に掲げる額を超えてはならない。  

⑴ 前項の職員のうち再雇用職員以外の職員 当該職員の勤勉手当基礎額に当該職員が

それぞれその基準日現在（退職し、又は死亡した職員にあっては、退職し、又は死亡

した日現在。次項において同じ。）において受けるべき扶養手当の月額及びこれに対

する地域手当の月額の合計額を加算した額に１００分の７５（管理職員にあっては、

１００分の９５）を乗じて得た額の総額  

⑵ 前項の職員のうち再雇用職員 当該再雇用職員の勤勉手当基礎額に１００分の３５

（管理職員にあつては、１００分の４５）を乗じて得た額の総額  

３ 前項の勤勉手当基礎額は、それぞれの基準日現在において職員が受けるべき給料及び

給料の調整額の月額並びにこれらに対する地域手当の月額の合計額とする。  

４ 第２条第５項の規定は、第２項の勤勉手当基礎額について準用する。この場合におい

て、同条第４項中「前項」とあるのは、「第９条第３項」と読み替えるものとする。  

（勤勉手当の支給基準）  

第１０条 勤勉手当の支給を受ける職員は、それぞれの基準日に在職する職員のうち、次

に掲げる職員以外の職員とする。  

⑴ 休職にされている者（給与規程第３６条第１項の休職者を除く。）  

⑵ 第３条第１項第３号又は第４号のいずれかに該当する者  

⑶ 育児休業をしている職員のうち、基準日以前６月以内の期間において勤務した期間

がある職員以外の職員  

２ 前条第１項後段の職員は、次に掲げる職員とし、これらの職員には勤勉手当を支給し

ない。  

⑴ その退職し、又は死亡した日において前項各号の一に該当する職員であった者  

⑵ 第３条第２項第２号、第３号及び第４号に掲げる職員  



 

３ 第３条第３項の規定は、前項の場合に準用する。  

４ 前条第２項に規定する勤勉手当の支給割合は、次項に規定する職員の勤務期間による

割合（以下「期間率」という。）に第９項に規定する職員の勤務成績による割合（以下

「成績率」という。）を乗じて得た割合とする。  

５ 期間率は、基準日以前６月以内の期間における職員の勤務期間の区分に応じて、別表

第２に定める割合とする。  

６ 前項に規定する勤務期間は、職員として在職した期間から次に掲げる期間を除算した

期間とする。  

⑴ 第３条第１項第３号及び第４号に掲げる職員として在職した期間  

⑵ 育児休業をしている職員として在職した期間  

⑶ 休職にされていた期間（第５条第２項第３号アに掲げる期間及び同号イの休職にさ

れていた期間のうち理事長の定める期間を除く。）  

⑷ 育児短時間勤務職員等として在職した期間から、当該期間に算出率を乗じて得た期

間を控除して得た期間  

⑸ 給与規程第４条の規定により給与を減額された期間  

⑹ 負傷又は疾病（公務上の負傷若しくは疾病又は通勤による負傷若しくは疾病を除く

。）により勤務しなかった期間から週休日等を除いた日が３０日を超える場合には、

その勤務しなかった全期間。ただし、理事長の定める期間を除く。  

⑺ 介護休業により勤務しなかった期間から、週休日等を除いた日が３０日を超える場

合には、その勤務しなかった全期間  

⑻ 育児部分休業により１日の勤務時間の一部について勤務しなかった日が９０日を超

える場合には、その勤務しなかった期間  

⑼ 基準日以前６月の全期間にわたって勤務した日がない場合には、前各号の規定にか

かわらず、その全期間  

７ 第６条第１項の規定は、前項に規定する職員として在職した期間の算定について準用

する。  

８ 前項の期間の算定については、第６項各号に掲げる期間に相当する期間を除算する。  

９ 成績率は、１００分の１３５（管理職員にあっては、１００分の１７５）を超えない

範囲内で、理事長が定める。  

（支給日）  

第１１条 第２条第１項に規定する期末手当及び第９条第１項に規定する勤勉手当の支給

日は、別表第３の基準日欄に掲げる基準日の別に応じて、それぞれ支給日欄に掲げる日

（これらの日が、土曜日に当たるときにあってはその前日、日曜日に当たるときにあっ

てはその前々日）とする。  

（端数計算）  

第１２条 第２条第２項の期末手当基礎額又は第９条第２項前段の勤勉手当基礎額に１円



 

未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。  

 

附 則  

（施行日）  

１ この規程は、平成２２年１０月１日から施行する。  

（適用除外）  

２ この規程は、公益法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律（平成１２年

法律第５０号）に基づき、東金市、九十九里町及び千葉県から派遣された職員には、適

用しない。  

（特定職員に係る勤勉手当の調整）  

３ 給与規程附則第３項の規定が適用される間、第９条第２項に定める額は、同項の規定

にかかわらず、同項の規定により算出した額から、同項に掲げる職員で給与規程附則第

３項の規定により給与が減ぜられて支給されるものの同項第４号に規定する勤勉手当減

額対象額に１００分の１．０１２５（管理職員にあっては、１００分の１．３１２５）

を乗じて得た額（最低号給に達しない場合にあっては、同号に規定する勤勉手当減額基

礎額に１００分の６７．５ （管理職員にあっては、１００分の８７．５）を乗じて得

た額）の総額に相当する額を減じた額とする。  

附 則  

この規程は、平成２６年１０月１日から施行する。  

附 則（令和５年３月３１日規程第３号）  

（施行期日）  

１ この規程は、令和５年４月１日から施行する。  

２～７ （略）  

附 則（令和６年５月３０日規程第３号）  

（施行期日）  

１ この規程は、令和６年６月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、そ

れぞれ当該各号に定める日から施行する。  

⑴ 第２条（地方独立行政法人東金九十九里地域医療センター職員の期末手当及び勤勉

手当に関する規程の一部改正） 令和６年１２月１日  

⑵ 第３条（地方独立行政法人東金九十九里地域医療センター職員の期末手当及び勤勉

手当に関する規程の一部改正）及び第５条（地方独立行政法人東金九十九里地域医療

センターの任期付職員の採用等に関する規程の一部改正） 令和７年４月１日  

（地方独立行政法人東金九十九里地域医療センター役員報酬等規程の一部改正）  

２ 地方独立行政法人東金九十九里地域医療センター役員報酬等規程（平成２２年地方独

立行政法人東金九十九里地域医療センター規程第３号）の一部を次のように改正する。  

本則中「月例年俸」を「基本年俸」に改める。  



 

（委任）  

３ この規程の施行に関し必要な事項は、理事長の定めるところによる。  

附 則（令和７年３月２８日規程第４号）  

この規程は、令和７年４月１日から施行する。  

 



 

別表第１（第４条関係）  

給料表  職員  加算割合  

給与規程別表第１の給料表  職務の級が８級及び７級の職員  １００分の２０  

職務の級が６級の職員  １００分の１５  

職務の級が５級の職員  １００分の１０  

職務の級が４級及び３級の職員  １００分の５  

地方独立行政法人東金九十九

里地域医療センターの任期付

職員の採用等に関する規程（

以下「任期付職員規程」とい

う。）第６条第１項の給料表  

５号給、６号給及び任期付職員規

程第６条第３項の規定による給料

月額を受ける職員  

１００分の２０  

４号給及び３号給を受ける職員  １００分の１５  

２号級及び１号給を受ける職員  １００分の１０  



 

別表第２（第１０条関係）  

勤務期間  期間率  

６箇月  １００分の１００  

５箇月１５日以上６箇月未満  １００分の９５  

５箇月以上５箇月１５日未満  １００分の９０  

４箇月１５日以上５箇月未満  １００分の８０  

４箇月以上４箇月１５日未満  １００分の７０  

３箇月１５日以上４箇月未満  １００分の６０  

３箇月以上３箇月１５日未満  １００分の５０  

２箇月１５日以上３箇月未満  １００分の４０  

２箇月以上２箇月１５日未満  １００分の３０  

１箇月１５日以上２箇月未満  １００分の２０  

１箇月以上１箇月１５日未満  １００分の１５  

１５日以上１箇月未満  １００分の１０  

１５日未満  １００分の５  

零  零  

 



 

別表第３（第１１条関係）  

基準日  支給日  

６月１日  ６月１５日  

１２月１日  １２月１０日  

 

 


